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は じ め に

地方自治体が持続可能な地域管理を適切に行うためには,地域経済と環境と

の相互関係を網羅的に把握し,産業活動の環境対策や環境調和型の消費生活な

どを支援する効果的な環境政策を講じる必要がある｡本研究では,北海道地域

を対象として貨幣単位による経済勘定と,物量単位による環境勘定を統合した

ハイブリッド型の地域 (メゾ)環境勘定の試算を行い,北海道の持続可能性の

評価を試みた｡また,環境勘定においては,単位の異なる環境負荷を総合化す

るため環境負荷をエコロジカル ･フットプリントに換算 し,さらには農業の多

面的機能を環境便益として取 り入れた｡その結果,1995年から2000年にかけて

持続可能な方向性は持つものの北海道経済の持続可能性は低 く,その要因とし

て温室効果ガスの排出量の増加とェネルギー資源の採取が大きなものであるこ

とが明確となった｡

※本研究は,平成17-19年度日本学術振興会科学研究費補助金 (基盤研究(C)),研究
課題 ｢メゾ環境勘定とミクロ環境会計による農林水産業の循環型地域経営の評価

に関する研究 (課題番号17580286)｣の助成を得たものである｡
* 小樽商科大学大学院商学研究科
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1.ハイブリッド型環境勘定のフレームワーク

マクロ環境勘定には,1993年の SNA改訂時にサテライ ト勘定として国際連

合が提唱した環境 ･経済統合勘定体系 (SystemforlntegratedEnvironmen-

talandEconomicAccounting:以下 SEEA)がある｡SEEAは環境データと

して物量表を持つが,統合表は環境データを貨幣換算 して経済データと併記す

る貨幣表となっている｡一方,オランダでは環境データを物量情報として経済

勘定とリンクする形態の環境勘定を含む国民勘定行列 (NationalAccounting

MatrixincludingEnvironmentalAccounts:以下NAMEA)と呼ばれる環境

勘定システムが開発された｡NAMEAは,経済勘定は貨幣情報,環境勘定は

物量情報で記帳されるハイブリッド型の環境勘定である｡NAMEAは,オラ

ンダではフロー情報だけを記帳する形態を取っているが,ス トック情報も記帳

することが可能である｡

SEEAの改訂作業においてもNAMEAのフレームワークを採用 したハイブ

リッドフロー勘定がマクロ環境勘定の中心的な存在になってお り,わが国で試

算されたハイブリッド型統合勘定でもNAMEAのフレームワークを採用 し,

わが国に合わせた改良を行っている｡本研究で採用するハイブリッド型環境勘

定もNAMEAのフレームワークを基本としている｡

図 1は,ハイブリッド型環境勘定のフレームワークを示 している｡左上には

国民勘定行列が貨幣表示で記帳され,経済循環が表される｡その周囲には,物

量表示の環境勘定が配置され,環境勘定は物質勘定,環境蓄積勘定および環境

テーマ勘定の 3つの勘定で構成されている｡

物質勘定の図中Aの部分では,経済活動に伴い排出された汚染物質や廃棄物,

エネルギー資源や水資源などの自然資源の増加,および土地利用の変化が物量

で記帳される｡これらの内,経済活動で使用された資源や処理された汚染物質

がBの部分に記帳される｡経済活動に使用されない物質は環境中へ排出され蓄

積されることとなり,これがCの環境蓄積勘定に記帳される｡Dの環境テーマ

勘定では,環境蓄積勘定に計上された環境負荷を地球温暖化や酸性化,富栄養
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国民会計行列 (NAM) 環境勘定 (EA)

財貨サービス.生産.消費勘定 所得 質本 海外 物質勘定 環境 環境テーマ勘定
出 逮 定 染 然 : 地 積 ー染 然 地
勘 勘 物 餐 :刺 勘 マ物 餐 刺

定 足貨幣表示 質の排也 蒼 或加 :加重 定(ら-質のの影環響境 産の変a)用の変化

A

汚染物虞石処理

A:国内及び海外部門による国内環境への負荷と,国内部門による海外自然資源の復元

B:国内環境から国内及び海外部門へのフローと,輸入による海外自然資源の減少

C:国内環境への蓄積と海外自然資源の変化

D:環境問題別の影響度

図 1 ハイブリッド型環境勘定のフレームワーク

化などの環境問題毎にまとめられ,会計期間中の経済活動の環境問題への影響

を表現する構造となっている｡

本研究では,北海道地域の基幹産業である農林業の環境面での貢献を明示す

るため,物質勘定では農林業の多面的機能のうち,C02と大気汚染物質の削減

量,水資源の滴養量を明示するように改良した｡また,環境テーマ勘定では,

エコロジカル ･フットプリントを用いて環境負荷の総合化を行った｡

2.ハイブリッド型環境勘定の推計結果

推計は1995年と2000年の2時点について行った｡

2-1 経済勘定

表 1には2000年の道民勘定行列を示した｡2000年の道内総生産は対1995年比

で約0.3%の増加の約20兆2,739億円であるが,1997年以降は減少傾向にあり,

名目では1999年以降,実質でも2001年以降マイナス成長となっている｡産業で
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は,農業のシェアが0.5%減少し,林業はO.2%の減少,建設業では2.4%減少

である｡一方で,サービス業は2.0%の増加,不動産業では0.7%の増加など経

済のソフト化が進展している｡

支出面では,民間最終消費支出は増加しているが,総資本形成は民間需要,

公的需要ともに減少している｡道民所得も減少傾向が継続しており,全国平均

との差が開きつつあり,北海道経済は,厳しい状況が続いている｡

2-2 環境勘定

(1)物質勘定

表 2及び表 3に2000年の物質勘定を示した｡物質勘定は温室効果ガス6種類,

酸性化原因物質2種類,水質汚濁物質3種類,廃棄物の排出量 (最終処分列)

と再生利用量,自然資源はエネルギー資源3種類と水資源,森林資源を取 り上

げ,土地利用は6種類に分類して24項目について記帳している｡

自然資源と土地利用については,資源量と土地利用面積の変化量を記帳して

いる｡また,C02と酸性化原因物質については,森林や農作物による吸収量を,

水資源については森林や水田の水資源滴養量を明示するようになっている｡具

体的には,これらの吸収量は非金融資産である森林や作物によるものであるが,

農林業の生産活動とこれらの機能は不可分であることから農林業の生産活動の

行に移行して計上している｡

(∋ 温室効果ガス

温室効果ガス3種 (CO2,N20,CH4) は,エネルギー消費量の増加傾向

に比例して1992年以降増加傾向にある｡北海道における2000年の温室効果ガ

スの総排出量は約82,701万 トン (GWP:GlobalWarmingPotential換算)

であり,対1995年で約8%の増加となっている｡道民一人当たりの排出量は

1995年13.5トン,2000年14.6トンであり,全国平均の1.37倍 (2000年)と多

い｡部門別では産業部門が減少傾向にあるが,民生と運輸部門の排出量が増

加傾向にある｡森林によるCO2吸収量は森林蓄積量の増加により増えてお

り,2000年ではCOZ排出量の約19% (1,435万 トン)を農林業の多面的機能
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により削減できるものとなっている｡

② 酸性化

酸性化原因物質 2種 (No光,SO2)は,いずれも減少しており,2000年の

NOx排出量は75,271トンと対1995年で7.5%の減少,SO2排出量は30,283ト

ンと対1995年で12.8%の減少となっている｡これら酸性化原因物質の農作物

による吸収量はNOxが5,715トン,S02が9,255トンであり,それぞれ排出

量の7.5%,30.6%を農林業の多面的機能により削減できるものとなってい

る｡

③ 水質汚濁

水質汚濁物質 3種 (T-N,T-P,COD)は,いずれも減少しており,2000

年のT-N排出量は1,760トンと対1995年で24%の減少,T-P排出量は31,261

トンと対1995年で5.6%の減少,CODは30,938トンと対1995年で12.6%の減

少となっている｡

(彰 廃棄物

2000年の廃棄物の排出量は,一般廃棄物が282万 トンと対1995年で10.80/0

の減少となっているが,産業廃棄物は3,716万 トンと対1995年で6%の増加

となっている (表 2)｡排出量のうち中間処理され減量化された量が表 3の

廃棄物最終処分行 (111)に記帳されている｡一方,廃棄物の再生利用量は

増加しており一般廃棄物処理では18万 トンと対1995年で78.8%の増加,産業

廃棄物処理では1,895万 トンと対1995年で38.6%の増加がみられ,資源循環

の進展がうかがわれる｡再利用量は,表 3の廃棄物再利用行 (llm)におい

て資源化された廃棄物の再利用部門に帰属させて記帳されている｡

⑤ 自然資源

エネルギー資源 3種 (天然ガス,原油,石炭)の確認埋蔵量の変化は無 く,

表3においで道内資源の利用量と海外資源の利用量が記帳されている｡

北海道においては天然ガスと石油資源の生産が増大しており,2000年では

天然ガスが11,939万m3,原油が111,711klと大幅な増大が見られるが,海外

資源の利用量は減少しておらずエネルギー消費の拡大が示されている｡
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森林資源については成長量が2000年で1,317万m3と対1995年で3.3%の増

加がみられ,表 3では林業による森林資源の採取量と海外の森林資源の使用

量が記帳されており,資源利用量は減少している｡

水資源については資源量が確認できないため,表 2では農林業による水資

源滴養量を42,827m3を記帳している｡表 3では,上水,工業用水,最業用

水の使用量が記帳されており,若干の水利用量の増加が見られる｡

(釘 土地利用

土地利用については,前年からの土地利用面積の変化量を記帳しており,

2000年では農用地が9,300ha減少,森林 ･原野が9,000ha増加,水面 ･河川 ･

水路が9,100ha増加,道路2,000ha増加,宅地が800haの増加となっている(衣

2)0

(2)環境蓄積勘定

表4には2000年の環境蓄積勘定と環境テーマ勘定を示した｡環境蓄積勘定で

は,最終的に環境中へ排出された汚染物質の量や自然資源の変化量が,土地利

用については物質勘定と同様に前年との変化量が記帳されている｡

温室効果ガスや酸性化原因物質などの汚染物質は,農林業の多面的機能によ

る吸収量を控除した値が記帳されている｡汚染物質はC02とN20の蓄積量が

増加しているが,その他の蓄積量は減少している｡自然資源の蓄積量は,増加

量から使用量を控除した値が記帳され,負値は資源減少量を正値が蓄積量を示

している｡自然資源は,石炭生産以外は使用量の増加がみられ,エネルギー資

源の使用量の増加が著しい｡

(3)環境テーマ勘定

環境テーマ勘定では14の環境テーマに従い環境負荷をまとめている｡地球温

暖化についてはGWP(地球温暖化ポテンシャル),酸性化についてはAEQ

(AcidificationEquivalent:酸性化等価量),富栄養化についてはEEQ

(EutrophicationEquivalent:富栄養化等価量)により総合化されている｡な
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お,土地利用については,期首と期末の利用区分ごとの土地利用面積をス トッ

クとして記帳している｡

2-3 デカップリング指標の算定

以上のハイブリッド型環境勘定の試算結果から,エネルギー利用の増加が北

海道の環境負荷を増加させる要因であることがうかがえる｡しかし,持続可能

な条件としてはより少ない環境負荷の下で経済発展させることが必要となって

いる｡そこで,経済的効用と環境的不効用の関連を切 り離すことを意味するデ

カップリング概念を適用したデカップリング指標の算定を行い,北海道の状況

をみてみることにする｡

デカップリングの実現は,経済的駆動力 (DF:DrivingForce)の増加率に

比べ,環境負荷 (EP:EnvironmentalPressure)の増加率が小さいことで示

される｡そこで,期首と期末のDFとEPのデータから次式で表されるデカッ

プリング指標を算定する｡

デカップリング指標-
(EP/DF)期末

(EP/DF)州 自

指標値が 1未満であればデカップリングが実現して持続可能性の視点から望

ましいと判断でき,1以上の場合は望ましくないと判断できる｡DFとしては

実質化した道内総生産をデータとして使用し,1995年を期首,2000年を期末と

して1995-2000年の間の北海道の持続可能性を評価する｡デカップリング指標

は地球温暖化,酸性化,富栄養化,廃棄物および土地利用の5つの環境テーマ

について算定した｡EPについては,温室効果ではGWP,酸性化ではAEQ,

富栄養化ではEEQ,廃棄物では最終処分量,土地利用については道路と宅地

面積を使用した｡算定結果を表 5に示す｡

デカップリング指標が 1以上となったのは温室効果と土地利用である｡廃棄

物については再生利用の拡大により最終処分量が大幅に減少したためデカップ

リングが実現し望ましいと判断される｡
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より表されるものである｡ある地域に必要とされる生物生産力のある土地面積

(エコロジカル ･フットプリント)が実際に利用可能な面積より大きい場合に

は,その地域の消費生活が持続不可能な状態にあると判断される｡

表4の環境テーマ勘定の右側に汚染物質等の環境影響を面積換算したエコロ

ジカル ･フットプリントを記帳した｡本研究では,寒冷地である北海道を対象

としているためエコロジカル ･フットプリント化を行 う際に,森林による

COZ吸収量については世界平均を使用せず,スカンジナビア,カナダ,ロシア

などの寒冷地域の森林によるCO2吸収量を適用 した｡このため,世界平均よ

りも0.3-0.17の割合まで森林機能が低下するため世界平均を使用 したエコロ

ジカル ･フットプリントよりも大きな値となる｡

エコロジカル ･フットプリントは,森林 ･原野および水面 ･河川 ･水路を除

外 した期末の土地利用面積と土地利用の変化量のエコロジカル ･フットプリン

トを除外して算定した｡また廃棄物の最終処分量については現在稼働中の最終

処分場面積を使用 した｡なお,温室効果ガスのフロン類についてはエコロジカ

ル ･フットプリント換算が困難であるので除外している｡

算定の結果,2000年の北海道のエコロジカル ･フットプリントは6,816万ha

と北海道の総面積の約8.7倍となり,道民一人あたりでは12.Ohaとなる｡1995

年では道民一人あたりでは17.1haであり,エコロジカル ･フットプリントは

縮小 している｡しかしながら,WWF[5]によると世界平均のエコロジカル ･

フットプリントは2001年では1.9ha/人であり,日本のエコロジカル ･フット

プリントは2000年で4.7ha/人,1995年では4.2ha/人と世界平均を上回ってお

り,寒冷地である北海道はさらに大きなフットプリントを残していることとな

る｡

このエコロジカル ･フットプリントと実質化 した道内総生産を使用 してデ

カップリング指標を算定すると0.712となり,全体的には望ましい方向に北海

道は進展していると考えられる｡
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ま と め

エコロジカル ･フットプリントとハイブリッド型環境勘定を用いて北海道経

済の環境的持続可能性を評価 した結果,総体的には北海道経済は持続可能な方

向に進展 していると評価された｡ しか しなが ら,北海道の地域経済社会の物的

消費は持続不可能な状態である｡ とりわけ,エネルギー消費量の低減 と利用形

態の改善がさらに求められると示唆できる｡

広大な面積の積雪寒冷地である北海道では,暖房用エネルギーや運輸用エネ

ルギーなどの消費量削減は経済活動に影響するが,近年注 目されているバイオ

マス資源を活用 したエネルギー資源の開発 ･利用の促進により自然資源のス

トック量を維持 しなが ら効果的なエネルギー転換が必要 と思われる｡また,工

業製品を中心 とした移入品を,環境負荷の少ない技術によるリサイクル事業に

より循環させることも有効 と思われる｡
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